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はじめに

平成１７年３月１日に脇町、美馬町、穴吹町及び木屋平村の３町１村が合併し、美馬市

が誕生して２０年が経過しました。

合併直後の極めて厳しい財政状況を受け、平成１８年に定めた「行財政システム改革基

本方針」のもと、平成２６年度までの１０年間を計画期間とする「実施計画（第１次・第

２次）」に沿った改革を進めました。また、平成２７年度以降、合併算定替えによる地方

交付税の加算が段階的に減少することを踏まえ、平成２２年２月には、「平成２７年度以

降の美馬市財政運営指針」の中で、「平成３２年度以降目指すべき『財政健全化目標』」

を設定し、総合計画・実施計画との整合性を持った「中期財政計画」や「財政見通し」を

策定・公表し、持続可能な財政運営に努めたことや、国の地方財政対策の効果もあり、本

市の財政状況は安定しました。

しかしながら、今後、生産年齢人口を中心とした人口の減少に伴う市税や地方交付税の

減少が見込まれる中、本市は、一部事務組合を含む老朽施設の更新や、南海トラフ地震な

ど大規模災害への備え、人口減少に伴う深刻な担い手不足への対応といった、先送りでき

ない課題に直面しており、こうした課題の解決に着実に取り組みつつ、将来にわたって健

全で持続可能な財政運営を確保するため、「第３次総合計画・後期基本計画」と整合的な

「中期財政計画（令和７年度～令和１１年度）」を策定するとともに、「令和１２年度以

降の財政見通し」を明らかにするものです。

なお、財源不足による基金の枯渇に備えた財政構造の改革に関する新たな方針を、令和

８年度中に定めることとしており、収支の均衡を目指して、方針に基づいた、より実効性

の高い取組を進めてまいります。
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Ⅰ 本市の財政状況

１ 「財政健全化目標」の達成状況

平成２２年２月、「平成２７年度以降の美馬市財政運営指針」を策定し、「平成３２年

度以降目指すべき『財政健全化目標』」を設定しました。この「財政健全化目標」につい

ては、平成２７年３月の「中期財政計画・財政見通し（平成２７年度～平成３６年度）」

策定（平成３０年３月改訂）や、令和２年３月の「中期財政計画・財政見通し（令和２年

度～令和１１年度）」策定（令和３年７月改訂）にあわせて見直しを行い、現在次のとお

り財政健全化目標を設定しています。

令和２年度以降目指すべき財政健全化目標

① ３年以上連続して実質単年度収支の赤字を計上しない。

② 財政調整基金と減債基金の年度末残高の合計を１５億円以上確保する。

③ 実質公債費比率（単年度）を１０．０％未満に維持する。

なお、令和２年度から令和６年度までの５年間は、令和２年度以降の「財政健全化目標」

の達成を念頭においた財政運営を基本としつつ、各年度の財源不足について、最小限度の

基金取崩し等によって対応するとともに、平成２８年３月に策定した「美馬市行財政改革

指針」の実行や、市債発行限度額の設定、公共施設の統廃合など、目標達成が可能となる

よう取り組みました。

そこで、まず上記の「財政健全化目標」の達成状況の把握を通じ、合併以降の財政状況

の分析を行います。

(1) 「３年以上連続して実質単年度収支の赤字を計上しない」

図表１のとおり、実質単年度収支については、平成１７年度、平成２８年度、平成２９

年度、令和２年度、令和５年度及び令和６年度の各年度に赤字を計上しました。

平成２０年度から平成２７年度にかけては、里平野・横尾工場用地造成事業による影響

があった平成２５年度を除き、毎年度５億円を上回る実質単年度収支の黒字があり、財政

調整基金へ積立てを行うことができました。

平成２８年度に実質単年度収支が赤字となったのは、美馬地区統合小学校建設事業と拝

原最終処分場適正処理事業といった大型事業の影響に加え、合併算定替え加算額が減少し

たことによるものです。以降、合併算定加算額の減少に伴い、実質単年度収支の黒字額も

減少し、収支均衡に近い状況が続きました。なお、令和３年度は国の補正予算に伴う普通

交付税の追加交付により、２億円程度の黒字となりましたが、令和５年度、令和６年度と

新学校給食センターの稼働による影響などにより、２年連続して赤字を計上している状況

です。
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図表１

(2) 「財政調整基金と減債基金の年度末残高の合計を１５億円以上確保する」

図表２のとおり、平成２３年度までは合併特例債を財源とした「地域振興基金」の伸び

が大きく、同基金は積立限度額（２３億円）まで積み立てました。また、財政調整基金と

減債基金についても、平成２０年度以降は普通交付税と臨時財政対策債の伸びにより残高

が増加し、平成２７年度末には５６億円に達しましたが、以降は令和３年度を除き減少に

転じています。（令和６年度末残高：４３億７，７０９万２千円）

一方、算入公債費を除く標準財政規模の水準は平成２２年度をピークに令和元年度まで

下降を続け、特に平成２８年度以降は、合併算定替え加算の逓減などの影響により大きく

低下しました。なお、この水準は令和２年度及び令和３年度には標準税収入額や普通交付

税の増額の影響により増加に転じたものの、幼児教育・保育の無償化に係る算定など新た

な財政需要に対する増額であるため、基金への積立ては一部にとどまっています。

このため、平成２８年度以降、令和３年度を除いて毎年度２～３億円の取崩しが続いて

おり、このうち減債基金は、令和６年度末における残高が平成２７年度末残高から約１１

億円減少しています。
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図表２

(3) 「実質公債費比率（単年度）を１０％未満に維持する」

図表３は、「財政力に見合った実質公債費比率」と「実質公債費比率（単年度）」の推

移です。

図表３
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「実質公債費比率（単年度）」の分子は「基準財政需要額に算入されない公債費及び準

公債費」であることから、基準財政需要額に算入されていない財源である「留保財源（標

準税収入額の２５％相当額）」と比較することで、公債費の水準が財政力に見合ったもの

かどうか分析することができます。

「財政力に見合った実質公債費比率」は概ね８．０％～１０．０％で推移していますが、

平成１９年度以降「実質公債費比率（単年度）」が改善し、乖離が是正されています。

また、平成２４年度以降、両比率はほぼ同水準（＝公債費が他の経費を圧迫していない

状態）で推移してきましたが、平成２７年度からは「実質公債費比率（単年度）」が悪化

に転じ、両比率は再び乖離しています。これは、穴吹庁舎増築・改修事業債の償還を４年

間という極めて短期間に設定したことが影響したもので、平成３０年度からは当該事業債

の段階的な償還終了に伴い改善されています。

「実質公債費比率（単年度）」の改善は、公債費の基準財政需要額への算入率が高まっ

たことによるものであり、将来負担比率の算定に用いる「将来負担額」に対する基準財政

需要額算入見込額の推移を示したものが図表４です。

「将来負担額」のうち地方債残高については横ばいで推移していますが、基準財政需要

額への算入率の高い過疎対策事業債や辺地対策事業債、合併特例債、臨時財政対策債の割

合が高まり、「将来負担額」に占める基準財政需要額算入見込額の割合が高まっているこ

とが分かります。

図表４

以上のように、令和６年度までは「令和２年度以降目指すべき『財政健全化目標』」は

達成されていますが、普通交付税と臨時財政対策債の伸びや基準財政需要額に算入された

公債費の増加の影響が大きく、本市の財政は、国の地方財政政策に左右されやすい構造で

あるということが言えます。
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２ 合併以降の財政状況の推移

(1) 市税

財政運営の根幹である市税について、合併以降の推移を示したものが図表５であり、平

成１９年度の市民税の増加は所得税からの税源移譲（基準財政収入額に１００％算入）が

要因で、平成２７年度及び令和元年度の市民税の増加は、企業の収益増に伴うもの、また、

令和６年度の市民税の減少は、定額減税の影響によるものです。

市税全体ではほぼ安定的に推移しており、景気にあまり左右されない構造と言えますが、

国の税制改正の動向に留意する必要があります。なお、市税徴収率は９７．６％（令和６

年度）となっています。

図表５

(2) 普通交付税・臨時財政対策債

図表６のとおり、合併以降、平成１９年度までは抑制が続きましたが、平成２０年度か

ら平成２２年度までは国の地方財政対策の影響で増加しています。また、平成２２年度か

ら平成２４年度にかけて減少基調で推移しましたが、平成２５年度以降はほぼ横ばいとな

っています。（合併以降横ばいで推移してきた算入公債費は平成２５年度以降増加してい

ます。）

なお、平成２７年度から合併算定替えによる加算が段階的に減少し、令和元年度で終了

となりましたが、新算定方式（「市町村の姿の変化に対応した交付税算定」）が平成２６

年度から導入され、減額分の一部を補う形となっています。合併算定替え加算が終了した

令和２年度以降、国の補正予算に伴う追加交付があった令和３年度を除き、ほぼ同水準で

推移しています。
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図表６

(3) 人件費

合併以降、職員数の減少に伴い人件費の減少が続いています（職員数は、平成１７年度

から令和６年度までで１５３人の減（普通会計職員））。（図表７）

また、平成１８年度から平成２０年度までの３年間と、平成２５年度（９か月間）に職

員給与の臨時削減を実施したため、対前年度比で職員給の減少率が大きくなっています。

職員数の減少もあり、職員給については平成２６年度以降、漸減傾向でしたが、令和６年

度は人事院勧告及び県人事委員会勧告に基づいた給与改定の影響により、前年度から増加

しています。なお、令和２年度以降、これまでの臨時職員制度から会計年度任用職員制度

へと移行したことによる影響で、令和元年度と令和６年度とを比較すると、会計年度任用

職員分の人件費が約３億円増加しています。
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(4) 扶助費

扶助費全体として増加しており、なかでも社会福祉費と児童福祉費関係の伸びが大きく

なっています。（図表８）

このうち社会福祉費は、その大半が障がい福祉サービス費であり、平成２２年度から低

所得者の利用者負担が無料化されたことや、サービス利用が増えたことが増加の要因とみ

られます。なお、令和３年度以降の扶助費の大幅な増加は、国の経済対策に伴う低所得世

帯等への給付金事業の実施によるものです。

また、児童福祉費では、子ども手当の創設や、みまっこ医療費助成事業の拡充（中学生

まで）などの影響で、平成２２年度に大幅に増加しており、その後も６億円を超える水準

で推移しています。令和３年度は子育て世帯向けの給付金事業、令和６年度は児童手当の

拡充の影響で、前年度から増加しています。

図表８

(5) 一部事務組合負担金

補助費等のうち一部事務組合負担金の推移を示したものが図表９です。

一部事務組合負担金のうち、美馬環境整備組合負担金の通常分については、クリーンセ

ンター美馬建設事業債の償還終了に伴い平成２３年度以降段階的に減少していますが、老

朽化に伴う修繕費の影響で平成２６年度以降は年度間でばらつきがあります。また、拝原

最終処分場適正処理事業（循環型社会形成推進事業）分については、用地費分の負担金を

計上したことで平成２３年度に、国の補正予算に伴い事業費を前倒し計上したことで平成

２６年度と平成２８年度にそれぞれ大きく増加しています。（財源は合併特例債）

一方、平成２９年度には、美馬西部消防組合負担金が新庁舎建設に伴い増加し、平成

３０年度末には美馬西部学校給食センター組合が解散しました。なお、吉野川環境整備

組合が令和２年度から進めてきた汚泥再生処理施設整備事業については、令和７年度で終

了予定です。（負担金は令和６年度が約６億円、令和７年度が約１５億円を見込む。）
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図表９

(6) 繰出金

高齢者の医療費増加に伴い、後期高齢者医療（老人保健）特別会計への繰出金が増加し

ています。また、介護給付費の増加により介護保険特別会計繰出金も増加傾向です。

一方、下水道事業（公共下水道事業・農業集落排水事業）及び簡易水道事業については、

令和元年度から公営企業法が適用されており、適用初年度には繰出金等が前年度から増加

したものの、公債費の減などにより令和２年度以降は減少傾向となっています。また、下

水道事業については、吉野川環境整備組合の汚泥再生処理施設整備に係る浄化センターの

一部財産処分に伴う特別損失を補てんするため、令和５年度の繰出金が増加しました。

図表10

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

百万円

年度

一部事務組合負担金の推移

美馬広域 西阿老人ホーム 美馬環境（通常分） 美馬環境（拝原分）

吉野川環境（通常分） 吉野川環境（汚泥再生） 西部消防 西部火葬場

西部学給センター その他

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

百万円

年度

繰出金の推移

国民健康保険 老人保健 後期高齢者医療 介護保険 公共下水道 農業集落排水 簡易水道 その他

- 9 -



(7) 普通建設事業費

総事業費が１０億円を超える事業を大型プロジェクトと定義し、その他の普通建設事業

費と一部事務組合が実施したものを含め、推移を分析したものが図表11-1です。平成２２

年度は国の経済対策（平成２１年度繰越分）による増加であり、平成２５年度から平成２

９年度までは切れ目なく大型プロジェクトを展開したため高い水準で推移しています。過

去１０年間をみると、大型プロジェクト以外の事業費についても、令和４年度と令和５年

度を除いて各年度２０億円を超えています。

図表11-1

次に、普通建設事業費（一部事務組合負担金を含む）と市債発行額（臨時財政対策債を

除く）の推移を示したものが図表11-2であり、両者は概ね連動しています。

平成１８年度から平成２０年度まで、普通建設事業費（一部事務組合負担金を含む。）

に対して市債発行額（臨時財政対策債を除く）の割合が高いのは、地域情報基盤整備事業

を市単独事業で実施したことによるもの、また、令和４年度及び令和５年度については、

学校給食センター整備事業において国庫補助事業に継ぎ足して実施した単独事業によるも

のです。

一方、平成２１年度及び２２年度に市債発行額（臨時財政対策債を除く）の割合が低い

のは、国の経済対策に伴う各交付金を活用したことが影響しています。
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図表11-2
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Ⅱ 中期財政計画（令和７年度～令和11年度）と令和12年度以降の財政見通し

１ 中期財政計画・財政見通しの試算条件

(1) 歳 入

① 市税

・ 市民税

個人均等割と個人所得割については人口や生産年齢人口の減少の影響による減少を、

法人均等割については事業所数の減少を見込んでいます。また、法人市民税法人割につ

いては、企業収益増減の影響を受けることから、令和３年度から令和６年度の実績額の

平均程度で推移するものとして試算しています。

・ 固定資産税

評価替えの年度における減少は、過去の減少率を参考に見込んでいます。

・ 軽自動車税

高齢化や人口減少に伴い軽自動車の所有者の減少を見込んでいます。

・ たばこ税

人口減少や、健康志向の高まりに伴う喫煙者減少の一方、税制改正による増収を想定

し、ほぼ横ばいで見込んでいます。

② 地方譲与税

地方譲与税は、制度改正や景気動向等、不確定要素が大きいものの、令和６年度と同

水準で推移すると見込んでいます。（森林環境譲与税は令和６年度以降全額譲与。）

③ 県税交付金

利子割、配当割、株式譲渡所得割、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場

利用税交付金及び環境性能交付金の各交付金については、景気や人口の動向等の影響が

見込まれるものの、令和６年度と同水準での推移を見込んでいます。

④ 地方交付税・臨時財政対策債

・ 普通交付税

基準財政収入額は、上記①～③の試算を反映しています。

基準財政需要額のうち、個別算定経費（算入公債費に係る経費を除く。）及び包括算

定経費については、令和７年度の（当初）算定額から、国勢調査人口の減少を見込み、

令和８年度以降、毎年度１億円、令和１３年度以降は毎年度２億円減少するものと見込

んでいます。なお、「地域の元気創造事業費」、「人口減少等特別対策事業費」、「地域社

会再生事業費」、及び「地域デジタル社会推進費」については、不確定な要素が大きい

ものの、今後の国の地方財政対策においても同様の措置が継続されるものと想定し、令

和７年度算定と同水準で推移するものとして試算しています。

算入公債費に係る経費については、令和６年度（令和５年度繰越分を含む。）までの

借入額と令和７年度以降の市債の発行見込み額から試算していますが、緊急防災・減災

事業債については、理論償還（償還期間については３０年間）方式で基準財政需要額に

算入されるため、実際の償還期間が理論償還期間よりも短い場合、その期間中の財政負

担が一時的に増大するという問題があります。
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・ 臨時財政対策債

臨時財政対策債は、令和７年度以降新規発行がないものとして見込んでいます。

・ 特別交付税

特別交付税は、令和４年度から令和６年度までの実績を踏まえ、令和６年度の実績額

（９億５千８８４万円）から毎年度０．２％程度減少すると見込んでいます。

⑤ 国庫支出金・県支出金

国庫支出金、県支出金ともに、歳出に伴い収入が見込まれる各事業の負担金、補助金

及び委託金を試算しています。

⑥ 財産収入・寄附金

財産収入については令和７年度当初予算額と同額で推移するものとして、また、寄附

金については、ふるさと納税寄附金が令和６年度の実績額と同水準で推移するものとし

て試算しています。なお、令和７年度の財産収入には美馬地区広域振興基金の廃止に伴

う、美馬地区広域行政組合からの出資金返還金（６億５００万円）を計上しています。

⑦ 繰入金

財政調整基金と減債基金については、各年度の財源不足を補うため、所要額を取り崩

しています。各年度の財源不足額を財政調整基金と減債基金のみから取り崩すこととし

た場合、令和１３年度末に両基金が枯渇する見込みです。

このため、令和１４年度以降は、オラレまちづくり基金を除く特定目的基金（債券運

用分を除く。）についても、財源不足対策として基金の設置目的に沿った事業の財源と

して取り崩す想定で試算していますが、財政構造の改革に着手せず、このまま基金の取

り崩しを続けた場合、令和１７年度には普通会計に属する全ての基金が枯渇することが

見込まれます。（本計画・見通しに計上されていない事業（Ｐ１５参照）を実施する場

合には、基金の枯渇見込みがさらに早まることも予想されます。）

なお、指定寄附金やオラレ運営協力費などを財源として積み立てている基金について

は、それぞれ前年度に積み立てた額を翌年度に取り崩して事業の財源として充てること

として試算しています。

⑧ 繰越金

令和８年度以降は、各年度において５億円で推移すると見込んでいます。

⑨ 諸収入

地域情報ネットワーク施設貸出使用料など、経常的に収入が見込まれるものについて

は、令和７年度当初予算計上額と同額で推移すると見込んでいます。

なお、小学校給食費の無償化については、国において検討されている段階であり、令

和８年度以降も給食費を収入するものとして見込んでいます。

⑩ 市債（臨時財政対策債を除く）

過疎対策事業債、辺地対策事業債など、現行制度の継続を前提に、各事業の財源とし

て見込んでおり、過疎対策事業債のうちソフト分については各年度において、令和７年

度の１億５千５２０万円と同額を見込んでいます。

また、緊急防災・減災事業債や緊急自然災害防止対策事業債についても、令和８年度

以降においても継続されるものと見込んで計上しています。
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⑪ その他

①～⑩以外の歳入については、令和６年度の実績額と同額程度で推移すると見込んで

計上しています。

(2) 歳 出

① 人件費

会計年度任用職員の人件費を含め、令和６年度の決算額を基準に、職員数については

令和８年度以降増減がないものとして試算しています。

② 扶助費

令和７年度当初予算計上額を基準に、令和８年度以降、障がい福祉サービス費につい

ては近年の動向から毎年度１千万円ずつ増加、児童福祉費については少子化の影響を見

込み毎年度１千万円ずつ減少するものとして試算しています。

生活保護費を含め、上記以外の扶助費については、令和８年度以降も令和７年度当初

予算計上額と同額で推移すると見込んでいます。

③ 公債費

市債の令和６年度までの借入額（令和５年度繰越分を含む）と令和７年度以降の借入

見込み額を踏まえて試算しています。

④ 物件費

自治体業務システムの標準化・共通化に係る経費や、小・中学校の児童・生徒用タブ

レット端末の更新経費のほか、第３次総合計画・後期実施計画に盛り込んだ各種事業費

を見込んでいます。

⑤ 維持補修費

維持補修費については令和７年度当初予算額を基準として公共施設の老朽化の影響を

見込み、各年度１千万円～３千万円程度増加すると試算しています。

⑥ 補助費等

・ 一部事務組合負担金

吉野川環境整備組合負担金については汚泥再生処理施設の整備事業に加え、令和７年

１０月の施設の供用開始による管理運営経費を反映しており、美馬環境整備組合につい

ても、クリーンセンター美馬の中央制御システム更新事業費（令和７年度から令和９年

度に計２億５千万円）を反映しています。

なお、吉野川環境整備組合が実施する旧吉野川浄園の排水構造物の撤去事業費と美馬

環境整備組合の新可燃ごみ処理施設の整備に係る事業費については、今後事業費や財源

を見込むことになるため、今回の試算に含んでいません。

その他の一部事務組合負担金は、令和７年度当初予算額と同水準で推移すると見込ん

でいます。

・ その他

第３次総合計画・後期実施計画に盛り込んだ各種事業費を計上しており、地域活性化

起業人負担金については、令和７年度以降毎年度１千万円計上しています。

なお、美馬西部共立火葬場組合の新火葬場建設に伴う精算負担金は令和９年度まで計

上しています。
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⑦ 積立金

指定寄附金や地域振興基金等の預金利子、オラレ運営協力費等をそれぞれ関係する基

金に積み立て、翌年度に取り崩す運用で試算しています。なお、指定寄附基金と預金利

子については、令和６年度決算額と同額で推移を見込み、オラレ運営協力費については

近年の動向から毎年度１．５％ずつ減少を見込んでいます。

なお、令和７年度については美馬地区広域振興基金の廃止に伴う、美馬地区広域行政

組合からの出資金返還金等（約６億１千３００万円）を財源としたまちづくり基金への

積立金を計上しています。

⑧ 投資及び出資金・貸付金

投資及び出資金については、下水道事業会計の資本的収支における不足額を補うため

の出資金を見込んでいます。一方、災害援護資金貸付金と生活保護被保護者貸付金につ

いては、計上していません。

⑨ 繰出金

繰出金のうち下水道事業会計、簡易水道事業会計及び水道事業会計（うち旧簡易水道

道事業分）の各会計繰出金については、公債費の償還終了に伴う減少を見込んでいます。

また、国民健康保険特別会計については、被保険者数減少の影響で、事業勘定の基盤

安定繰出金を毎年度１％減少で見込む一方、後期高齢者医療特別会計への基盤安定繰出

金については、被保険者数増加の影響で、毎年度０．３％増加を見込んでいます。

また、介護保険特別会計に対する繰出金についても、高齢化が進む影響で、介護サー

ビス給付費の伸びが見込まれることから、毎年度０．５％増で試算しています。

その他、美馬西部特別養護老人ホーム組合の公債費を見込んだほかは、令和７年度当

初予算計上額と同額で推移すると見込んで試算しています。

⑩ 普通建設事業費・災害復旧事業費

小・中学校屋内運動場の空調整備事業や高機能消防指令システム及び消防救急デジタ

ル無線更新事業といった大型事業をはじめ、第３次総合計画・後期実施計画に盛り込ん

だ各種事業費を計上しています。

なお、次の各事業については実施の有無や方法、事業費等が未定のため、本計画・見

通しには反映していません。

・旧吉野川浄園施設（排水構造物を除く。）解体撤去事業

・旧吉野川浄園施設跡地防災公園整備事業

・市営住宅再編整備事業

・美馬中学校屋内運動場整備事業（空調整備等を含む。）

・郡里廃寺跡史跡公園整備事業のうちガイダンス施設整備事業

・その他公共施設の統廃合、老朽施設の更新、大規模改修等の事業

⑪ 災害復旧事業費

令和７年度補正予算に計上した林道岩壁線の災害復旧事業費は令和８年度に計上し、

その他については、枠予算として毎年度４千４００万円を計上しています。

- 15 -



２ 中期財政計画（令和７年度～令和11年度）

(1) 歳入 （単位：百万円）

区 分 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

市税 3,199 3,164 3,121 3,114 3,106

地方譲与税 319 315 315 315 315

県税交付金 863 823 823 823 822

うち地方消費税交付金 692 657 657 657 657

地方特例交付金 12 13 13 13 13

地方交付税 8,515 8,498 8,636 8,721 8,615

うち普通交付税 7,566 7,549 7,688 7,774 7,669

交通安全対策特別交付金 4 3 3 3 3

分担金及び負担金 23 23 23 23 23

使用料及び手数料 159 159 159 159 159

国庫支出金 2,701 2,357 2,303 2,289 2,306

県支出金 1,660 1,484 1,405 1,425 1,378

財産収入・寄附金 700 57 57 57 57

繰入金 753 898 611 551 764

うち財調･減債基金繰入金 673 811 530 471 686

繰越金 574 500 500 500 500

諸収入 515 340 340 340 340

市債 2,828 2,002 1,435 1,516 832

うち臨時財政対策債 0 0 0 0 0

歳 入 合 計 22,825 20,636 19,744 19,849 19,233

(2) 歳出 （単位：百万円）

区 分 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

人件費 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771

扶助費 2,909 2,871 2,860 2,855 2,847

公債費 2,699 2,803 2,823 2,930 3,164

物件費 3,310 3,208 3,111 3,128 3,005

維持補修費 270 280 287 286 289

補助費等 4,205 2,372 2,378 2,317 2,292

うち一部事務組合負担金 2,746 1,372 1,380 1,325 1,306

繰出金 1,981 1,976 1,969 1,964 1,961

積立金 705 88 87 84 82

投資及び出資・貸付金 56 56 56 56 56

普通建設事業費 2,033 2,417 1,858 1,914 1,222

災害復旧事業費 386 294 44 44 44

歳 出 合 計 22,325 20,136 19,244 19,349 18,733
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(3) 主な財政指標 （単位：百万円・％）

区 分 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

財政調整･減債基金残高 3,709 2,902 2,375 1,907 1,223

対前年度 △668 △807 △527 △468 △684

その他特定目的基金残高 3,271 3,271 3,279 3,284 3,291

対前年度 620 0 8 5 7

普通会計基金残高 6,980 6,173 5,654 5,191 4,514

対前年度 △48 △807 △519 △463 △677

地方債残高 26,042 25,402 24,198 22,980 20,855

うち臨時財政対策債 4,162 3,598 3,080 2,593 2,142

実質公債費比率(3年平均) 8.2 7.5 7.1 7.0 8.0

実質公債費比率(単年度) 7.3 7.5 6.7 6.9 ※1 10.3

標準財政規模 11,867 11,788 11,885 11,963 11,850

うち算入公債費除き 9,744 9,544 9,534 9,532 9,530

※1 令和１１年度に実質公債費比率（単年度）が増加しているのは、令和７年度に借り

入れた過疎対策事業債（汚泥再生処理施設整備事業など）や、令和８年度に借り入れ

た緊急防災・減災事業債（中学校屋内運動場空調整備事業や高機能消防指令システム

及び消防救急デジタル無線更新事業）の元金償還が開始されることに伴い、公債費が

増加（前年度比２．３億円の増）したためである。

- 17 -



３ 令和12年度以降の財政見通し

(1) 歳入 （単位：百万円）

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

市税 3,078 3,059 3,047 3,023 3,005

地方譲与税 315 315 315 315 315

県税交付金 822 822 822 822 822

うち地方消費税交付金 657 657 657 657 657

地方特例交付金 13 13 13 13 13

地方交付税 8,563 8,351 8,354 8,276 8,137

うち普通交付税 7,618 7,407 7,411 7,333 7,196

交通安全対策特別交付金 3 3 3 3 3

分担金及び負担金 23 23 23 23 23

使用料及び手数料 159 159 159 159 159

国庫支出金 2,335 2,340 2,329 2,274 2,251

県支出金 1,372 1,378 1,343 1,326 1,375

財産収入・寄附金 57 57 57 57 57

繰入金 773 1,028 910 832 796

うち財調･減債基金繰入金 696 528 0 0 0

繰越金 500 500 500 500 500

諸収入 340 340 340 340 340

市債 756 717 751 768 701

うち臨時財政対策債 0 0 0 0 0

歳 入 合 計 19,109 19,105 18,966 18,731 18,497

(2) 歳出 （単位：百万円）

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

人件費 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771

扶助費 2,847 2,847 2,847 2,847 2,847

公債費 3,062 3,042 2,876 2,755 2,598

物件費 3,069 3,212 3,059 3,063 3,055

維持補修費 285 289 303 310 298

補助費等 2,310 2,264 2,267 2,256 2,281

うち一部事務組合負担金 1,344 1,335 1,334 1,326 1,343

繰出金 1,934 1,920 1,915 1,913 1,919

積立金 81 80 78 77 75

投資及び出資・貸付金 56 56 56 56 56

普通建設事業費 1,150 1,080 1,250 1,139 1,053

災害復旧事業費 44 44 44 44 44

歳 出 合 計 18,609 18,605 18,466 18,231 17,997
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(3) 主な財政指標 （単位：百万円・％）

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

財政調整･減債基金残高 528 0 0 0 0

対前年度 △695 △528 0 0 0

その他特定目的基金残高 3,298 2,881 2,053 1,301 582

対前年度 7 △417 △828 △752 △719

普通会計基金残高 3,826 2,881 2,053 1,301 582

対前年度 △688 △945 △828 △752 △719

地方債残高 18,753 16,626 14,688 12,879 11,127

うち臨時財政対策債 1,744 1,397 1,091 828 605

実質公債費比率(3年平均) 9.0 10.3 9.9 9.6 8.9

実質公債費比率(単年度) 9.8 ※2 11.0 9.2 8.8 8.9

標準財政規模 11,771 11,541 11,533 11,432 11,276

うち算入公債費除き 9,523 9,418 9,415 9,409 9,405

※2 令和１３年度に実質公債費比率（単年度）が増加しているのは、国勢調査人口の減

少に伴う普通交付税の減少により、分母である標準財政規模が減少（前年度比２．３

億円の減）したためである。
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Ⅲ 令和７年度以降目指すべき「財政健全化指標」

令和７年度以降においても引き続き、これまでと同様の「財政健全化目標」を掲げ、各

年度の予算編成段階で市債発行限度額を設定するなどしますが、Ⅱの財政見通しを踏まえ

ると、基金の枯渇に備え、より踏み込んだ「財政構造改革」に取り組む必要があります。

そこで、次の「財政健全化目標」の達成に向けた取組を行いつつ、「財政構造改革」に

関する新たな方針を令和８年度中に定め、令和９年度以降、その方針に基づく取組を進め

ることとします。

１ 実質単年度収支の均衡

［目標］３年以上連続して実質単年度収支の赤字を計上しない。

（これまでと同じ）

実質単年度収支は年度により赤字となる場合がありますが、複数年度にわたって連

続して赤字を計上している場合は、収支が均衡せず、財政調整基金の取崩しに頼った

財政運営となっているとみなすことができます。

そこで、３年以上連続して実質単年度収支の赤字を計上しないことを目標に設定し

ます。なお、特定目的基金の取崩しは実質単年度収支に影響しないため、基金全体の

目減り状況にも留意するものとします。

２ 財政調整基金と減債基金残高の確保

［目標］財政調整基金と減債基金の年度末残高の合計を１５億円以上確保する。

（これまでと同じ）

財政調整基金は、地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために積

み立てられる基金で、「予期しない収入減少」や「不時の支出増加」等に備える必要

があるとされています。また、減債基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、健全

な財政運営に資するための資金を積み立てる基金とされています。

〈財政調整基金〉

・予期しない収入減少への対応分：６億円

過去３年連続して実質単年度収支の赤字を計上した平成１５年度から平成１７年

度における実質単年度収支赤字額の累計額５４７，３６８千円を根拠に設定。

・不時の支出増加（災害等）対応分：４億円

近年で最大規模の被害が生じた平成１６年災害における単独災害復旧事業に要し

た一般財源（１８８，１７３千円）の２年分を根拠に設定。
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〈減債基金〉

・市債償還額の増加への対応：５億円

令和６年度決算に基づく将来負担比率の算定における分子（３，２３０，６０８

千円）から、退職手当支給予定額（２，５７８，３５１千円）を差し引いた額

（６５２，２５７千円）を根拠に設定。

３ 財政力に見合った実質公債費比率の維持

［目標］実質公債費比率（単年度）を１０．０％未満に維持する。

（これまでと同じ）

・令和６年度留保財源相当額：８４６，０２８千円

令和６年度の標準税収入額を４，３２２，４２２千円、基準財政収入額を

３，４７６，３９４千円として試算。

・令和６年度標準財政規模（算入公債費を除く。）：８，９３８，８８３千円

・財政力に見合った実質公債費比率（単年度）

８４６，０２８千円／８，９３８，８８３千円＝９．５％≒１０．０％
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